
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 建築物の改修・解体時における石綿含有建築用仕上塗材

からの石綿粉じん飛散防止処理技術指針 
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1．総 則 

1.1 目 的 

 本指針は、既存建築物の内装および外装仕上げに、重量の 0.1％を超えて石綿を含有する建築用仕

上塗材（以下、石綿含有仕上塗材という）が施工されている場合の改修工事および解体工事において、

既存仕上塗材層の処理方法に関する基本的事項を示し、石綿粉じんの適切な飛散防止処理に資するこ

とを目的とする。 

 建築用仕上塗材（以下、仕上塗材（しあげぬりざい）という）は、建築物の内外装仕上げに用いられ

ており、そのルーツは、セメント、砂、着色顔料などを混合して砂壁状に吹付けるセメントリシンまた

は防水リシンと称される塗材（薄塗材 C）で、昭和 20 年代から普及し、1970 年（昭和 45 年）に JIS A 6907

（化粧用セメント吹付材）が制定された。 

 その後、合成樹脂系のリシン（薄塗材 E）や、吹付けタイルと称される凹凸模様の塗材（複層塗材）

などが開発されてきたが、当初は専用の吹付け機器で施工されていたので、総称して「吹付材」と呼ば

れていた。 

 しかし、昭和 50 年代になると施工面周辺への材料の飛散防止の要求などから、吹付け用だけではなく、

ローラー塗り用の材料も開発されてきたため、JIS の名称も 1983 年（昭和 58 年）以降、「吹付材」から

「仕上塗材」に改められた。 

 仕上塗材は、数十ミクロン程度の厚さとなる塗料とは異なり、数ミリ単位の仕上げ厚さを形成する塗

装材料または左官材料である。吹付け、こて塗り、ローラー塗りなどの施工方法によって、立体的な造

形性を持つ模様に仕上げられることから、塗膜のひび割れや施工時のダレを防止するために、主材の中

にクリソタイル（白石綿）が少量添加材として使用されていた時期がある。 

 一例として、仕上塗材などの製造業者団体である日本建築仕上材工業会が実施した、会員会社へのア

ンケート調査結果による過去に販売された石綿含有仕上塗材の概要を解説表 1.1 に示す。 

 このような背景にあって、国内における建材関連の主な石綿規制は次の①～⑤に示すような経緯を経

て、2006 年（平成 18 年）9 月 1 日施行の労働安全衛生法施行令（以下、安衛令という）により、仕上塗

材も含め重量の 0.1％を超えて石綿を含有するすべての製品の使用が禁止された。2006 年（平成 18 年）

8 月までに工事が行われた建築物においては、石綿含有仕上塗材が施工されているものがある。 

① 鉄骨の耐火被覆などに用いられる吹付け石綿および重量の 5％を超えて石綿を含有する吹付けロ

ックウールの原則禁止。鉄骨等の耐火被覆に特例規定あり。【1975 年（昭和 50 年）特定化学物質

等障害予防規則（以下、特化則という）改正】 

② アモサイトおよびクロシドライトの製造、輸入、譲渡、提供または使用（以下、製造等という）

が禁止。【1995 年（平成 7 年）安衛令改正】 

③ 特化則における石綿の規制対象含有率が 5％から 1％超までに拡大。【1995 年（平成 7 年）特化則

改正】 

④ 石綿含有率が 1％を超える建材、接着剤、摩擦材等の 10 品目については、クリソタイルも含め全

石綿の製造等禁止。ただし、仕上塗材は指定されていない。【2004 年（平成 16 年）10 月 1 日施

行の安衛令】 

⑤ 石綿含有率が 0.1％を超えるすべての製品の製造等の全面禁止。【2006 年（平成 18 年）9 月 1 日

施行の安衛令】 
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 仕上塗材は吹付材と称されていた時期があるため、耐火被覆などで使用されている吹付け石綿や石綿

含有吹付けロックウールと混同されることもあるが、内外装の表面仕上材に使用される塗装または左官

材料である。主材中に含まれる石綿繊維は合成樹脂やセメントなどの結合材によって固められており、

仕上塗材自体は塗膜が健全な状態では石綿が発散するおそれがあるものではないが、仕上塗材の除去に

当たっては、これを破断せずに除去することが困難である。したがって、除去方法によっては含有する

石綿が飛散するおそれがある。 

一方で、石綿含有仕上塗材の除去は、石綿の飛散レベルが著しく高い吹付け石綿や石綿含有吹付けロ

ックウールの除去と比較すると、建材自体の発じん性、石綿の含有量、処理工法などが異なる。したが

って、石綿を飛散させない適切な工法、養生などの措置を選択することにより、必ずしも吹付け石綿な

どの除去工事と同様の集じん・排気装置などの設備による負圧隔離等の措置を要さず当該措置と同等以

上に石綿の飛散を防止できる可能性がある。 

以上のような背景から、2014 年 6 月 17 日から 2016 年 3 月 31 日の期間、独立行政法人建築研究所（現

在、国立研究開発法人建築研究所、以下建築研究所と表記する）と日本建築仕上材工業会との間で「外

壁改修・解体におけるアスベスト含有建築用仕上塗材の処理技術に関する研究」を実施し、石綿含有仕

上塗材の除去実験を幅広く実施した。その成果は付録 1～付録 3 に示すように日本建築学会大会で報告

されている。本指針はこれらの成果に基づき作成された。 

本指針の作成に当たっては、多様な条件を勘案したうえで、総粉じん量を低減させることによって、

石綿の粉じん量を少なくすることを目的とし、建築物の改修・解体時の石綿含有建築用仕上塗材の処理

工法について、「負圧隔離による工法」、「隔離工法によらない工法」、「石綿除去工事に該当しない工法」

の 3 つに大別して、その選定方法を示すこととした。 

なお、各行政機関への工事の届出、実施等にあたっては、関係法令および行政指導に準じることを基

本としている。参考として、石綿含有建材に関連する現状の主な法令の概要を解説表 1.2 に示す。また、

解体される建材の種類等による石綿ばく露の分類の例を解説表 1.3 に、主な法令における石綿含有建材

の名称の例を解説表 1.4 に示す。 
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解説表 1.1 日本建築仕上材工業会会員会社が過去に販売した石綿含有仕上塗材の概要 

塗材の種類（括弧内は通称） 販売期間 石綿含有量（％）

建築用仕上塗材 

薄塗材 C（セメントリシン） 1981～1988 0.4 

薄塗材 E（樹脂リシン） 1979～1987 0.1～0.9 

外装薄塗材 S（溶剤リシン） 1976～1988 0.9 

可とう形外装薄塗材 E（弾性リシン） 1973～1993 1.5 

防水形外装薄塗材 E（単層弾性） 1979～1988 0.1～0.2 

内装薄塗材 Si（シリカリシン） 1978～1987 0.1 

内装薄塗材 E（じゅらく） 1972～1988 0.2～0.9 

内装薄塗材 W（京壁・じゅらく） 1970～1987 0.4～0.9 

複層塗材 C（セメント系吹付けタイル） 1970～1985 0.2 

複層塗材 CE（セメント系吹付けタイル） 1973～1999 0.1～0.5 

複層塗材 E（アクリル系吹付けタイル） 1970～1999 0.1～5.0 

複層塗材 Si（シリカ系吹付けタイル） 1975～1999 0.3～1.0 

複層塗材 RE（水系エポキシタイル） 1970～1999 0.1～3.0 

複層塗材 RS（溶剤系エポキシタイル） 1976～1988 0.1～3.2 

防水形複層塗材 E（複層弾性） 1974～1996 0.1～4.6 

厚塗材 C（セメントスタッコ） 1975～1999 0.1～3.2 

厚塗材 E（樹脂スタッコ） 1975～1988 0.4 

軽量塗材（吹付けパーライト） 1965～1992 0.4～24.4 

出典：http://www.nsk-web.org/asubesuto/questionnaire.pdf 

 



         

Ⅱ-4 

解説表 1.2 石綿含有建材に関連する現状の主な法令の概要 

 規制対象材料 主な規制内容 
建築基準法関連 
法第 28 条の 2、法第 86
条の 7、令第 24 条の 4、
令第 137 条の 4 の 3、令
第 137 条の 12、H18 年
告示第 1172 号、H18 年
告示第 1173 号 

石綿 
①吹付け石綿 
②重量の 0.1％を超え
て石綿を含有する
吹付けロックウー
ル 

(1)規制対象材料の使用禁止 
(2)既存建築物の増改築時には原則として規制対象材料の
除去を義務付け。増改築前の床面積の 1/2 を超えない
場合は増改築部分以外の部分について、封じ込めや囲
い込みの措置を許容 

(3) 既存建築物の大規模修繕･模様替え時には大規模修
繕･模様替え以外の部分について封じ込めや囲い込み
の措置を許容 

労働安全衛生法関連 
法第 14 条、法第 55 条、
法第 65 条の 2、法第 88
条 4 項、令第 6 条の 23、
令第 16 条、令第 21 条
第 7 号、規則第 90 条 5
の 2、H16 年告示第 369
号 

石綿等 
①石綿 
②重量の 0.1％を超え
て石綿を含有する
製剤その他の物 

(1)規制対象材料の製造、輸入、譲渡、提供、使用の禁止
(2)規制対象材料を取り扱う作業又は試験研究のため製造
する作業においては石綿作業主任者の選任 

(3)建築基準法の耐火建築物･準耐火建築物に吹き付けら
れている石綿等の除去作業は、作業開始の 14 日前まで
に工事計画届を労働基準監督署長へ提出 

(4)石綿の屋内作業場における作業環境評価基準は 5μm
以上の繊維を対象として 0.15 本/cm3 

石綿障害予防規則関連 
第 2 条、第 3 条、第 4
条、第 5 条、第 6 条、 

H26 年 3 月 31 日指針※1 

石綿等（安衛令準拠）
①石綿 
②重量の 0.1％を超え
て石綿を含有する
製剤その他の物 

(1)事業者による石綿等の使用の事前調査･結果の記録 
(2)石綿等が使用されている建築物等の解体･破砕、石綿等
の除去、封じ込め又は囲い込みの作業における事業者
による作業計画の作成及び作業の実施 

(3)耐火・準耐火以外の建築物に吹き付けられている石綿
等、建築物に使用されている石綿を含有している保温
材･耐火被覆板･断熱材の除去作業、封じ込め又は囲い
込みの作業、及びこれらに類する作業における事業者
による作業開始前までの所轄労働基準監督署長への届
出 

(4)前(2)(3)の作業に労働者を従事させるときの措置（同等
以上の効果を有する措置を講じた時は適用しない） 

 【措置：作業場所の隔離、集じん・排気装置による排
気、作業出入口に前室･洗身室･更衣室の設置、作業
場所及び前室を負圧に保持など】 

(5)その他（事業者の義務、作業員の健康障害防止、石綿
粉じんの飛散防止、作業等の記録･保存など）  

大気汚染防止法関連 
法第 2 条 9 項、法第 2
条 12項、法第18条の 5、
法第 18 条の 12、法第
18 条の 15、令第 2 条の
4、令第 3 条の 3、令第
3 条の 4、規則第 16 条
の 2、規則第 16 条の 3 

特定建築材料 
①吹付け石綿 
②石綿を含有する断

熱材、保温材、耐火
被覆材 

(1)政令で定める「特定粉じん」は石綿 
(2)「特定粉じん排出等作業」とは特定建築材料が使用さ
れている建築物等を解体･改造･補修する作業 

(3)元請業者に事前調査、並びにその結果の発注者への説
明および掲示を義務付け 

(4)特定粉じん排出等作業の開始日の 14 日前までに、都道
府県知事に届出（届出者は工事発注者） 

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律関連 
法第 2 条、令第 2 条の 4
令第 6 条、令第 3 条第 1
号、規則第 1 条の 2、規
則第 1 条の 3 の 3、規則
第 7 条の 2 の 3 

①特別管理産業廃棄
物（廃石綿等） 

②石綿含有産業廃棄
物（廃石綿等以外）

③石綿含有一般廃棄
物 

(1)廃石綿等※2（石綿含有吹付け材、石綿保温材、けいそ
う土保温材、パーライト保温材、同等以上に石綿が飛
散するおそれのある保温材･断熱材･耐火被覆材など）
は、特別管理産業廃棄物の中の特定有害産業廃棄物に
該当 

(2)石綿含有産業廃棄物は、廃石綿等以外の産業廃棄物で
石綿を 0.1％を超えて含有するもの 

(3)石綿含有一般廃棄物は、工作物の新築･改築･除去に伴
って生じた石綿を 0.1％を超えて含有する一般廃棄物 

(4)石綿含有産業廃棄物及び石綿含有一般廃棄物の収集･
運搬･保管にあたっては、他の物と混合しない措置等 

※1 建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関す

る技術上の指針，厚生労働大臣 

※2 廃石綿等には除去した石綿含有吹付け材のほか、除去作業で用いられたシート、隔離に使用したシート、電動ファン付き呼吸用保

護具のフィルター、集じん・排気装置のフィルターなども含む 
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解説表 1.3 解体される建材の種類等による石綿ばく露の分類 

レベル レベル 1 レベル 2 レベル 3 

建材の 

種類 
石綿含有吹付け材 

石綿含有保温材、石綿含有耐

火被覆材、石綿含有断熱材 

石綿含有成形板等（レベル

1、2 以外の石綿含有建材）

発じん性 著しく高い 高い 比較的低い 

具体的な

使用箇所

の例 

①建築基準法の耐火建築物、準

耐火建築物の鉄骨、梁、柱等に、

石綿とセメントの合剤を吹き付けて

所定の被膜を形成させ、耐火被膜

用として使われている。昭和 38 年

頃から昭和 50 年初頭までの建築

物に多い。特に柱、エレベーター

周りでは、昭和 63 年頃まで、石綿

含有吹付け材が使用されている場

合がある。 

②ビルの機械室、ボイラ室等の天

井、壁又はビル以外の建築物（体

育館、講堂、温泉の建物、工場、

学校等）の天井、壁に、石綿とセメ

ントの合剤を吹き付けて所定の被

膜を形成させ、吸音、結露防止

（断熱用）として使われている。昭

和 31 年頃から昭和 50 年初頭まで

の建築物に多い。 

①ボイラ本体及びその配管、

空調ダクト等の保温材として、

石綿保温材、石綿含有けい酸

カルシウム保温材等を張り付

けている。 

②建築物の柱、梁、壁等に耐

火被覆材として、石綿耐火被

覆板、石綿含有けい酸カルシ

ウム板第二種を張り付けてい

る。 

③断熱材として、屋根用折板

裏断熱材、煙突用断熱材を使

用している。 

①建築物の天井、壁、床等

に石綿含有成形板、ビニル

床タイル等を張り付けてい

る。 

②屋根材として石綿スレート

等を用いている。 

参考文献： 建設業労働災害防止協会，石綿技術指針対応版 石綿粉じんへのばく露防止マニュアル，初版 4 刷，p17，平成 25 年 10 月

18 日発行 

 

解説表 1.4 主な法令における石綿含有建材の名称 

 
石綿含有吹付け材 

（レベル 1 相当）※ 

石綿含有耐火被覆材 

石綿含有保温材 

石綿含有断熱材 

（レベル 2 相当）※ 

その他の石綿含有建材 

（成形板など） 

（レベル 3 相当）※ 

建築基準法 

吹付け材のうち、下記の 2 種類

を規定 

・吹付け石綿 

・石綿含有吹付けロックウール

対象外 対象外 

大気汚染防止法 特定建築材料 特定建築材料 対象外 

労働安全衛生法 

石綿障害予防規則 
石綿等 石綿等 石綿等 

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律 

廃石綿等 

特別管理産業廃棄物 

廃石綿等 

特別管理産業廃棄物 
石綿含有産業廃棄物 

※：建設業労働災害防止協会の「石綿粉じんへのばく露防止マニュアル」に示される便宜的な建材の区分レベル 

参考文献： 国土交通省，建築物石綿含有建材調査マニュアル，p7，平成 26 年 11 月発行 
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1.2 適用範囲 

本指針の適用範囲は、次のとおりとする。 

(1) 本指針は、既存建築物の内外装仕上げにおいて、2006 年 8 月までに施工された石綿含有仕上塗材

の改修工事および解体工事に適用する。 

(2) 本指針は、改修工事において石綿含有仕上塗材の主材層を除去または洗浄する場合に適用する。

(3) 本指針は、解体工事において石綿含有仕上塗材を除去して解体する場合に適用する。 

(1) 本指針では、既存建築物の内外装仕上げに施工された仕上塗材のうち、重量の 0.1％を超えて石綿を

含有するものを対象としている。 

建築基準法では、工作物と建築物は区分されているが、本指針は工作物にも活用できる。また、仕上

塗材は JIS A 6909（建築用仕上塗材）に規格化されているが、2006 年 9 月 1 日施行の安衛令により石

綿の使用が禁止されているため、それ以前に施工された仕上塗材の中で、重量の 0.1％を超えて石綿を

含有するものが対象となる。 

また、類似する仕上材としてマスチック塗材および外壁用の建築用塗膜防水材があるが、これらの材

料に重量の 0.1％を超えて石綿が含有されている場合は、本指針を準用してもよい。 

マスチック塗材は、昭和 40 年代に日本住宅公団（現、独立行政法人都市再生機構）と塗料製造業者

との共同で開発された塗材で、ローラー工法専用の塗材である。主な種類としてはマスチック A（外

装薄塗材 E に相当）、マスチック B（内装薄塗材 E に相当）、マスチック C（複層塗材 CE に相当）が

あるが、マスチック B については 2009 年（平成 21 年）に廃止されている。施工の標準を定めた工事

仕様書としては、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」な

どがある。 

建築用塗膜防水材は、JIS A 6021（建築用塗膜防水材）に規格化されている防水材で、適用部位によ

って屋根用と外壁用があるが、外壁用は JIS A 6909（建築用仕上塗材）の防水形複層仕上塗材と類似の

もので、工事仕様は日本建築学会の JASS 8（防水工事）に標準化されている。 

また、コンクリート下地に仕上塗材を施工する場合に、セメントモルタルの代替として、コンクリー

ト表面の穴埋めや、段差を比較的平滑にする目的で、建築用下地調整塗材（以下、下地調整塗材とい

う）が使用される場合がある。下地調整塗材は、昭和 40 年代に塗料製造業者と日本住宅公団との共同

で開発されたもので、当時はセメントフィラー（現在の JIS での略称は、下地調整塗材 C-2）の名称で

公団において規格化されたが、1983 年（昭和 58 年）に JIS A 6916（セメント系下地調整塗材）として

制定された。その後、1995 年（平成 7 年）の JIS 改正において合成樹脂エマルション系のほか、塗厚

に応じて施工できるセメント系の下地調整塗材が追加され、合計 5 種類の下地調整塗材が規格化され

た。何れの種類においても仕上塗材と同様に塗材のひび割れや施工時のダレを防止するために、石綿

が少量添加材として使用されていた時期があるため、これらの除去等に当たっても本指針を準用する

とよい。 

なお、本指針では既存建築物の改修工事または解体工事を適用範囲としているが、これらの工事にお

いては既存仕上塗材層の洗浄や除去に当たって、仕上塗材層に物理的な力が作用し、仕上塗材層の損

傷や破壊に伴って石綿が飛散する可能性があるからである。 

(2) 仕上塗材に石綿が含有されていても、その含有率は少なく、また合成樹脂やセメントなどの結合材

によって固定されているため、使用時は既存仕上塗材層が健全な状態では飛散しない。しかし、改修

工事では専用の機器類によって物理的な力を加えて、既存仕上塗材層を洗浄または除去することがあ

るため、これらを本指針で対象としている。 
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なお、仕上塗材の層構成については、2.1「調査方法」の解説に詳述しているが、石綿を含有してい

る層は主材層だけであるため、次の①～③に示すような主材層に影響を及ぼさない処理は、石綿等を

除去する作業に該当しないことから、本指針によらず石綿を含有していない一般的な仕上塗材の改修

工事に準じることとしている。 

①上塗材が施されていない薄塗材・厚塗材で、劣化が認められない既存仕上塗材層表面の汚れを水洗

いまたは 15MPa 以下の高圧水洗で洗浄する処理。（解説表 3.1 の工法区分 III） 

  ②上塗材が施されている複層塗材・厚塗材で、上塗材には白亜化、エフロレッセンス、剥がれ、膨れ、

割れの何れかが認められるが、主材層は劣化しておらず、上塗材表面の汚れ、付着物または脆弱

な上塗材の部分を、水洗いもしくは 15MPa 以下の高圧水洗（集じん装置付き高圧水洗含む）で洗

浄・除去する処理。（解説表 3.2 の工法区分 III） 

  ③過去に実施された改修工事において、石綿含有仕上塗材の表層に石綿を含有しない改修塗装系が施

されており、既存仕上塗材層の洗浄・除去に当たって石綿含有仕上塗材主材層に全く影響を及ぼ

さない処理。 

(3) コンクリート造建築物の解体工事に当たっては、分別解体を前提とし、本指針では石綿を含有する

既存仕上塗材層を除去してから解体することとしている。 
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1.3 用 語 

本指針(案)に関連する用語の意味は、次のとおりとする。 

石 綿：繊維状を呈しているアクチノライト、アモサイト、アンソフィライト、クリソ

タイル、クロシドライト、トレモライト 

石 綿 繊 維 ：直径が 3μm 未満、アスペクト比（長さ/直径）が 3 以上の石綿 

石 綿 粉 じ ん：石綿を含有する粉じん 

飛 散 防 止 処 理：石綿粉じんの発生量を削減する目的で行う処理 

建 築 用 仕 上 塗 材 ：JIS A 6909（建築用仕上塗材）に規定される建築物の内外装用仕上げ材料 

建築用下地調整塗材：JIS A 6916（建築用下地調整塗材）に規定される建築物の内外装仕上げにおけ 

          る下地調整用の材料 

改 修 工 事 ：劣化もしくは陳腐化した建築物の性能や機能を初期の水準もしくはそれ以上 

の要求される水準まで改善すること 

解 体 工 事 ：建築物のうち、建築基準法施行令第 1 条第 3 号に定める構造耐力上主要な部分

  の全部または一部を取り壊す工事。建築物以外の工作物の全部または一部を取

り壊す工事 

高 圧 水 洗 工 法：50MPa 程度以下の吐出圧力で噴射される高圧水によって、既存塗膜を洗浄ま 

 たは除去する工法 

超 高 圧 水 洗 工 法 ：100MPa 以上の吐出圧力で噴射される高圧水によって、既存塗膜を洗浄ま 

たは除去する工法 

剥 離 剤：化学的に塗膜を軟化・膨潤させる薬剤で、リムーバーともいう 

ケ レ ン：建築用仕上塗材の改修において、改修用仕上塗材の施工前に、劣化した既存建

築用仕上塗材の表面付着物や劣化部分を洗浄または除去すること 

超音波ケレン工法：可聴領域より高い周波数で刃物を振動させケレンする工法 

隔 離 工 法 ：石綿粉じん飛散防止を目的として、作業場をプラスチックシートで密閉し、集

じん・排気装置を用いて負圧にした状態で除去などの作業を行う工法 

HEPA フィルター：High Efficiency Particulate Air Filter の略で、空気中または排気中に含まれる粒径

が 0.3μm の粒子に対して 99.97%以上の粒子捕集率をもち、かつ初期圧力損失

が 245Pa 以下の性能を有する JIS Z 8122（コンタミネーションコントロール用

語）に規定されるエアフィルター 

高性能真空掃除機：石綿粉じんの捕集率が HEPA フィルターと同等の性能を有する真空掃除機 

下 塗 材：下地への主材の吸込み調整および付着性を高める目的で使用するもの 

主 材：主として仕上がり面に立体的な模様を形成する目的で使用するもの 

上 塗 材：仕上げ面の着色、光沢の付与、耐候性の向上、吸水防止などの目的で使用する

もの 

 用語は、関連する法令、指針類、JIS、学会刊行物などでも定義されているが、それぞれの目的に応じ

た意味が示されており、必ずしも統一されていない。本指針では、これらの用語も参考とし、本指針を

理解するために特に必要と思われる用語について、その意味を示している。 
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2．事前調査 

2.1 調査方法 

(1) 事業者は、本指針における改修工事または解体工事を行うときは、あらかじめ当該建築物に使用

されている仕上塗材の石綿の有無を、設計図書または分析により調査しなければならない。 

(2) 事前調査の方法は、次の①～④による。 

 ①石綿に関し一定の知見を有し、的確な判断ができるものが行うこと。 

 ②仕上塗材の使用箇所、種類等を網羅的に把握できるように行うこと。 

 ③設計図書等により調査する場合は、当該建築物の設計図書のほか、国土交通省および経済産業省

が公表している「石綿（アスベスト）含有建材データベース」（http://www.asbestos-database.jp/）、

日本建築仕上材工業会が公表している「アスベスト含有仕上塗材・下地調整塗材に関するアンケ

ート調査結果」（http://www.nsk-web.org/asubesuto/questionnaire.html）を活用すること。 

 ④分析により事前調査を行う場合は、次の i)～iii)による。 

i) 十分な経験および必要な能力を有するものが行うこと。 

  ii) 石綿をその重量の 0.1%を超えて含有するか否かを判断すること。 

  iii) 分析方法は、JIS A 1481-2（建材製品中のアスベスト含有率測定方法－第２部：試料採取及びアスベ

スト含有の有無を判定するための定性分析方法）または JIS A 1481-3（建材製品中のアスベスト含有

率測定方法－第３部：アスベスト含有率のＸ線回折定量分析方法）もしくはこれらと同等以上の精

度を有する分析方法によること。 

(3) 事業者は、事前調査の結果を記録しておかなければならない。 

(1) 事前調査のフローを解説図 2.1 に示す。本指針の適用に当たっては、既存建築物の改修工事および解

体工事を実施する前に、既存仕上塗材層が石綿を含有しているか否かを確認しておく必要がある。 

過去に重量の 0.1％を超えて石綿を使用していた仕上塗材については、国土交通省および経済産業

省が公表している「石綿（アスベスト）含有建材データベース」が参考となる。また、日本建築仕上

材工業会が公表している「アスベスト含有仕上塗材・下地調整塗材に関するアンケート調査結果」で

は、石綿含有仕上塗材の種類、販売期間、石綿含有量が確認できる。 

したがって、これらの情報をもとにヒアリング結果や当該現場での調査結果も併せ、石綿の有無が

確認できる場合は、既存仕上塗材層を採取して分析を行う必要がない。ただし、設計図書の多くは特

記仕様書において仕上塗材の一般名が記載され、数社の製造業者の中から製品を選択できるようにな

っているため、当該現場に使用された製品名を特定することは難しい。 

その場合は、既存仕上塗材層を部分的に採取して、分析を行い判定することとなる。仕上塗材も含

め建材中の石綿の試料の採取や分析については、関係法令において特に資格は定められていないが、

十分な経験および知識を有する者が行うことが望ましい。 

その他、事前調査に当たっては、「厚生労働省，石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル［2.03 版］， 

2016 年 3 月」、「環境省水・大気環境局大気環境課，建築物の解体等に係る石綿飛散防止マニュアル

2014.6，2014 年 6 月」なども参考にするとよい。 
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解説図 2.1 事前調査のフロー図（例） 

 

(2) 目視、設計図書などによる調査に当たって、石綿に関し一定の知見を有し的確な判断ができる者と

しては、「建築物石綿含有建材調査者講習登録規程」（平成 25 年国土交通省告示第 748 号）に基づき、

国土交通省に登録された機関が行う講習を修了した建築物石綿含有建材調査者、石綿作業主任者技能

講習修了者のうち石綿等の除去等の作業経験を有する者、日本アスベスト調査診断協会に登録された

者がある。 

仕上塗材の事前調査に当たって、仕上塗材の層構成に関する模式図を解説図 2.2 に示す。仕上塗材は

調査依頼

調査実施計画 

書類・ヒアリング調査 

仕上塗材の種類 

施工年 

施工部位 

石綿の有無

予備調査 

との相違 

予備調査 

との相違 

試料採取・分析 

石綿含有量

石綿含有仕上塗材 石綿非含有仕上塗材 

報告書作成 

有 無 

不明 

有または不明 

無 

有または不明 

無 

0.1%以下 

0.1%超 

予備調査 

現地調査 

報告書提出 
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主として仕上がり模様の違いによって、JIS A 6909 では薄付け仕上塗材、厚付け仕上塗材、複層仕上塗

材に大別されているが、いずれの仕上塗材においても石綿を含有する層は主材層である。主材は仕上

塗材の模様を形成するもので、下塗材や上塗材が数十 μm の厚さであるのに対し、数 mm の厚さを有し

ており、施工時のダレ防止や乾燥時のひび割れ防止を目的として石綿が使用されていた時期がある。

したがって、既存仕上塗材層の分析を行う場合は、主材層を採取することが肝要である。 

解説表 2.1 に JIS A 6909 における仕上塗材の種類、解説表 2.2 および解説表 2.3 に仕上塗材の種類と

呼び名の変遷を示す。仕上塗材の JIS は 1970 年に制定されて以来、数次の変遷を経て今日に至ってい

るが、過去の設計図書を調査するに当たっては、当時の名称も把握しておくとよい。 

(3) 既存仕上塗材の試料採取の留意点 

  ① 試料の採取方法 

解説図 2.2 および解説表 2.1～2.3 を参考にして行う。 

     粉じんが飛散しないように採取面に無じん水を散布（噴霧）してから、カッターナイフ、スクレーパ等で仕

上塗材表面部分から仕上塗材内部に刃先を入れ少しずつ削り採取する。施工部位の 3 か所以上から 1

か所当たり容量 10cm3 程度を目安に試料を削りとり、密閉容器に入れ、それらを一まとめにして試

料番号、試料採取年月日、対象建築物の名称、施工年、採取場所（部位）、採取試料の形状（断面の

層状構造）、試料採取者の氏名等、必要事項を記録・添付し試料とする。 

各種建築用仕上塗材の採取のポイントは、次のようである。 

i) 薄付け仕上塗材（砂壁状仕上げなど）の場合は、上塗材が使用されておらず、下塗材もほとんど

層を形成していないので、仕上塗材と下地との界面にスクレーパやカッターナイフの刃先を入れ、

仕上塗材を採取するのが一般的である。薄付け仕上塗材は、膜厚が 3mm 程度以下と薄いため、比

較的広い面積の塗膜を採取する必要がある。 

ii) 複層仕上塗材（吹付けタイル仕上げなど）は、上塗材・主材・下塗材があるが、上塗材の厚さは

塗料と同じ数十ミクロンであり、下塗材もほとんど層を構成していない。したがって、複層仕上

塗材層のほとんどが主材部分であり、これをカッターナイフ、スクレーパ、ノミ等削り取るのが

一般的である。複層仕上塗材は表面に凹凸模様のテクスチャーが付与されていることが多い。これらの凹

凸部分を形成している主材は、どの部分であっても組成は同一である。また、複層仕上塗材は下地への

付着強度が高いので、下地と主材層との界面からきれいに剥離除去できない場合が多いと考えられる。こ

のような場合は、主材層を部分的に破壊して採取することとなる。 

iii) 厚付け仕上塗材（スタッコ仕上げなど）は、上塗材がある場合と上塗材がない場合がある。上塗

材があったとしても仕上塗材層全体に占める質量比は僅かである。厚付け仕上塗材の主材層は厚く、

その組成も均一であることから主材層を部分的に採取すればよいと考える。厚付け仕上塗材層と下地との

界面で剥離採取することはかなり困難である。 

塗り替え等の改修工事の場合は、分析用試料採取後、簡易補修を行う。 

改修または解体のいずれの場合においても、塗材の種類や工法が部位などによって異なっている場

合や、棟によって施工業者が異なっている場合は、それぞれ別に採取する。 

     参考として、試料採取の用具および採取状況の例を解説写真 2.1 に、また試料採取痕の状態、採

取試料および試料採取痕の補修例を解説写真 2.2 に示す。 
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【薄付け仕上塗材：砂壁状模様の例】 

 

 

 

 

                   骨材     ＊下地調整塗材                                                                  
＊主材 

      
 

 

 

【厚付け仕上塗材（上塗材なし）：吹放し模様の例】                                                          

  

    

 

                   骨材  ＊下地調整塗材   ＊主材    

 

 

                                                              

 

 

 

 

 

【複層仕上塗材：凸部処理模様の例】 

      

       

       
＊下地調整塗材 

       上塗材   

              ＊主材(模様) 

              ＊主材(基層)

 

                                 

＊石綿含有の可能性があるのは、主材、下地調整塗材である。 

 

 

解説図 2.2 建築用仕上塗材の模様と層構成の例 

下  地 

下  地 

下  地 

下塗材

下塗材
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解説表 2.1 建築用仕上塗材の種類 

種類 呼び名 
JIS での規定 

石綿の 
使用実態 

通称（例） 2014 年
改正版

2003 年
以前 

薄付け 
仕上塗材 

外装セメント系薄付け仕上塗材 外装薄塗材 C × ○ 有 セメントリシン 
外装けい酸質系薄付け仕上塗材 外装薄塗材 Si ○ ○ 不明 シリカリシン 
可とう形外装けい酸質系薄付け仕上塗材 可とう形外装薄塗材 Si ○ ○ 不明  
外装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材 外装薄塗材 E ○ ○ 有 樹脂リシン，陶石リシン 
可とう形外装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材 可とう形外装薄塗材 E ○ ○ 有 弾性リシン 
防水形外装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材 防水形外装薄塗材 E ○ ○ 有 単層弾性 
外装合成樹脂溶液系薄付け仕上塗材 外装薄塗材 S ○ ○ 有 溶液リシン 
内装セメント系薄付け仕上塗材 内装薄塗材 C ○ ○ 有 セメントリシン 
内装消石灰・ドロマイトプラスター系薄付け仕上塗材 内装薄塗材 L ○ ○ 不明 しっくい 
内装けい酸質系薄付け仕上塗材 内装薄塗材 Si ○ ○ 有 シリカリシン 
内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材 内装薄塗材 E ○ ○ 有 じゅらく 
内装水溶性樹脂系薄付け仕上塗材 内装薄塗材 W ○ ○ 有 繊維壁，京壁，じゅらく 

厚付け 
仕上塗材 

外装セメント系厚付け仕上塗材 外装厚塗材 C ○ ○ 有 セメントスタッコ 
外装けい酸質系厚付け仕上塗材 外装厚塗材 Si ○ ○ 不明 シリカスタッコ 
外装合成樹脂エマルション系厚付け仕上塗材 外装厚塗材 E ○ ○ 有 樹脂スタッコ，アクリルスタッコ 
内装セメント系厚付け仕上塗材 内装厚塗材 C ○ ○ 有 セメントスタッコ 
内装消石灰・ドロマイトプラスター系厚付け仕上塗材 内装厚塗材 L ○ ○ 不明 しっくい 
内装せっこう系厚付け仕上塗材 内装厚塗材 G ○ ○ 不明 せっこうプラスター 
内装けい酸質系厚付け仕上塗材 内装厚塗材 Si ○ ○ 不明 シリカスタッコ 
内装合成樹脂エマルション系厚付け仕上塗材 内装厚塗材 E ○ ○ 有 樹脂スタッコ，アクリルスタッコ 

軽量骨材 
仕上塗材 

吹付用軽量骨材仕上塗材 吹付用軽量塗材 ○ ○ 有 パーライト吹付，ひる石吹付 
こて塗用軽量骨材仕上塗材 こて塗用軽量塗材 ○ ○ 有  

複層 
仕上塗材 

セメント系複層仕上塗材 複層塗材 C × ○ 有 セメント系吹付タイル 
ポリマーセメント系複層仕上塗材 複層塗材 CE ○ ○ 有 ポリマーセメント系吹付タイル 
可とう形ポリマーセメント系複層仕上塗材 可とう形複層塗材 CE ○ ○ 不明 セメント系吹付タイル(微弾性) 
防水形ポリマーセメント系複層仕上塗材 防水形複層塗材 CE ○ ○ 不明  
けい酸質系複層仕上塗材 複層塗材 Si ○ ○ 有 シリカタイル 
合成樹脂エマルション系複層仕上塗材 複層塗材 E ○ ○ 有 アクリルタイル 
防水形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材 防水形複層塗材 E ○ ○ 有 ダンセイタイル（複層弾性） 
反応硬化形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材 複層塗材 RE ○ ○ 有 水系エポキシタイル 
防水形反応硬化形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材 防水形複層塗材 RE ○ ○ 不明 ダンセイタイル（複層弾性） 
合成樹脂溶液系複層仕上塗材 複層塗材 RS × ○ 有 エポキシタイル 
防水形合成樹脂溶液系複層仕上塗材 防水形複層塗材 RS ○ ○ 不明 ダンセイタイル（複層弾性） 

可とう形 
改修用 
仕上塗材 

可とう形合成樹脂エマルション系改修用仕上塗材 可とう形改修塗材 E ○ ○ 有 微弾性フィラー 
可とう形反応硬化形合成樹脂エマルション系改修用仕上塗材 可とう形改修塗材 RE ○ ○ 不明 微弾性フィラー 
可とう形ポリマーセメント系改修用仕上塗材 可とう形改修塗材 CE ○ ○ 不明 微弾性フィラー 
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2014年改正
JIS A 6909

建築用仕上塗材

2003年改正
JIS A 6909

建築用仕上塗材

2000年改正
JIS A 6909

建築用仕上塗材

1995年改正
JIS A 6909

建築用仕上塗材

1988年改正
JIS A 6910

複層仕上塗材

1984年改正
JIS A 6915

厚付け仕上塗材

1984年改正
JIS A 6910

複層仕上塗材

1984年改正
JIS A 6909

薄付け仕上塗材

1979年制定
JIS A 6915

セメント厚付け吹付材

1977年改正
JIS A 6907

セメント砂壁状吹付材

1975年改正
JIS A 6909

合成樹脂エマルション砂

壁状吹付材

1975年制定
JIS A 6910

複層模様吹付材

1972年制定
JIS A 6909

合成樹脂エマルション砂

壁状吹付材

1970年制定
JIS A 6907

化粧用セメント吹付材

― ― 外装薄塗材C 外装薄塗材C ← ← ← 外装薄塗材C ←
砂壁状吹付材C上吹材・

下吹材
← ← ←

化粧用セメント吹付材1

種・2種

外装薄塗材Si 外装薄塗材Si 外装薄塗材Si 外装薄塗材Si ← ← ← 外装薄塗材Si

可とう形外装薄塗材Si 可とう形外装薄塗材Si 可とう形外装薄塗材Si 可とう形外装薄塗材Si

外装薄塗材E 外装薄塗材E 外装薄塗材E 外装薄塗材E ← ← ← 外装薄塗材E ← ←

合成樹脂エマルション砂

壁状吹付材外装用A類・
B類

←

合成樹脂エマルション砂

壁状吹付材外装用A類・
B類

可とう形外装薄塗材E 可とう形外装薄塗材E 可とう形外装薄塗材E 可とう形外装薄塗材E

防水形外装薄塗材E 防水形外装薄塗材E 防水形外装薄塗材E 防水形外装薄塗材E 防水形複層塗材 ← 複層塗材伸長形

外装薄塗材S 外装薄塗材S 外装薄塗材S 外装薄塗材S ← ← ← 外装薄塗材S

外装厚塗材C 外装厚塗材C 外装厚塗材C 外装厚塗材C ← 外装厚塗材C ← ← セメント厚付け吹付材

外装厚塗材Si 外装厚塗材Si 外装厚塗材Si 外装厚塗材Si ← 外装厚塗材Si

外装厚塗材E 外装厚塗材E 外装厚塗材E 外装厚塗材E ← 外装厚塗材E

― ― 複層塗材C 複層塗材C 複層塗材C ← 複層塗材C ← ← ← ← 複層吹付材C

複層塗材CE 複層塗材CE 複層塗材CE 複層塗材CE 複層塗材CE ← 複層塗材CE

可とう形複層塗材CE 可とう形複層塗材CE 可とう形複層塗材CE 可とう形複層塗材CE

防水形複層塗材CE 防水形複層塗材CE 防水形複層塗材CE 防水形複層塗材CE

複層塗材Si 複層塗材Si 複層塗材Si 複層塗材Si 複層塗材Si ← 複層塗材Si

― ― 可とう形複層塗材Si 可とう形複層塗材Si

複層塗材E 複層塗材E 複層塗材E 複層塗材E 複層塗材E ← 複層塗材E ← ← ← ← 複層吹付材E

防水形複層塗材E 防水形複層塗材E 防水形複層塗材E 防水形複層塗材E 防水形複層塗材 ← 複層塗材伸長形

複層塗材RE 複層塗材RE 複層塗材RE 複層塗材RE 複層塗材RE ← 複層塗材RE ← ← ← ← 複層吹付材RE

防水形複層塗材RE 防水形複層塗材RE 防水形複層塗材RE 防水形複層塗材RE

― 複層塗材RS 複層塗材RS 複層塗材RS 複層塗材RS ← 複層塗材RS ← ← ← ← 複層吹付材RS

防水形複層塗材RS 防水形複層塗材RS 防水形複層塗材RS 防水形複層塗材RS 防水形複層塗材 ← 複層塗材伸長形

可とう形改修塗材E 可とう形改修塗材E

可とう形改修塗材RE 可とう形改修塗材RE

可とう形改修塗材CE 可とう形改修塗材CE

化粧用セメント吹付材1種：主として外装の上吹き用

化粧用セメント吹付材2種：1種の下吹き用

合成樹脂エマルション砂壁状吹付材外装用A類：顔料により着色した外装用吹付材

合成樹脂エマルション砂壁状吹付材外装用B類：骨材により着色した外装用吹付材

解説表2.2　外装用の建築用仕上塗材に関する規格制定・改正時の呼び名の変遷
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2014年改正

JIS A 6909
建築用仕上塗材

2003年改正

JIS A 6909
建築用仕上塗材

2000年改正

JIS A 6909
建築用仕上塗材

1995年改正

JIS A 6909
建築用仕上塗材

1984年改正

JIS A 6915
厚付け仕上塗材

1984年改正

JIS A 6909
薄付け仕上塗材

1983年制定

JIS A 6917
軽量骨材仕上塗材

1979年制定

JIS A 6915
セメント厚付け

吹付材

1977年改正

JIS A 6907
セメント砂壁
状吹付材

1975年改正

JIS A 6909
合成樹脂エマルション

砂壁状吹付材

1975年改正

JIS A 6908
繊維質上塗材

1972年制定

JIS A 6909
合成樹脂エマルション

砂壁状吹付材

1970年制定

JIS A 6907
化粧用セメント

吹付材

1970年制定

JIS A 6908
繊維質上塗材

内装薄塗材C 内装薄塗材C 内装薄塗材C 内装薄塗材C ← 内装薄塗材C ← ←
砂壁状吹付材C
上吹材・下吹材

← ← ←
化粧用セメント吹付
材3種

― ― 内装薄塗材S 内装薄塗材S ← 内装薄塗材S

内装薄塗材L 内装薄塗材L

内装薄塗材Si 内装薄塗材Si 内装薄塗材Si 内装薄塗材Si ← 内装薄塗材Si

内装薄塗材E 内装薄塗材E 内装薄塗材E 内装薄塗材E ← 内装薄塗材E ← ← ←
合成樹脂エマルション
砂壁状吹付材内装用
A類・B類

←
合成樹脂エマルション
砂壁状吹付材内装用
A類・B類

内装薄塗材W 内装薄塗材W 内装薄塗材W 内装薄塗材W ← 内装薄塗材W ← ← ← ←

繊維質上塗材一般
用・特殊用（難燃性、
耐湿性、耐アルカリ
性）

← ←
繊維質上塗材1種・

2種・3種・4種

内装厚塗材C 内装厚塗材C 内装厚塗材C 内装厚塗材C 内装厚塗材C ← ←
セメント厚付け吹付
材

内装厚塗材L 内装厚塗材L

内装厚塗材G 内装厚塗材G

内装厚塗材Si 内装厚塗材Si 内装厚塗材Si 内装厚塗材Si 内装厚塗材Si

内装厚塗材E 内装厚塗材E 内装厚塗材E 内装厚塗材E 内装厚塗材E

吹付用軽量塗材 吹付用軽量塗材 吹付用軽量塗材 吹付用軽量塗材 ← ← 吹付用軽量塗材

こて塗用軽量塗材 こて塗用軽量塗材 こて塗用軽量塗材 こて塗用軽量塗材 ← ← こて塗用軽量塗材

化粧用セメント吹付材3種：主として内装用

合成樹脂エマルション砂壁状吹付材内装用A類：顔料により着色した内装用吹付材

合成樹脂エマルション砂壁状吹付材内装用B類：骨材により着色した内装用吹付材

繊維質上塗材1種：綿状繊維を主とするもの

繊維質上塗材2種：木粉その他の粉状物を主原料とするもの

繊維質上塗材3種：糸状繊維を主原料とするもの

繊維質上塗材4種：有機繊維の他に多量の無機材料が混入されているもの

解説表2.3　内装用の建築用仕上塗材に関する規格制定・改正時の呼び名の変遷
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試料採取用具の例              複層仕上塗材の断面の例 

 

 

     

スクレーパーの例                無じん水の噴霧状況 

 

 

     

カッターナイフでの試料採取状況              ノミでの試料採取状況 

 

解説写真 2.1 試料採取の用具および試料採取の例 

手 袋 

チャック付きポリ袋 

無じん水 カッターナイフ

小型の塵取り
主材 上塗材

コンクリート 
下地調整塗材

ノミ 

ビニール袋
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試料採取痕の例                      試料採取痕例 

                
    

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

湿潤しながら剥離採取例            採取試料例              採取痕の簡易塗装補修例 

解説写真 2.2 試料採取痕の状態、採取試料および試料採取痕の補修例 

                         

② 試料採取に当たっては、十分な経験および知識を有する者が行うこと。また、石綿含有の可能性が

あるので、飛散防止対策を行うとともに、防じんマスク等の個人用保護具を着用し、高所で作業を行

う場合は、脚立、はしごなどは正しく使用し、必要に応じて、安全帯、保護帽を着用するなど、転落、

墜落防止策を十分にとる。安全措置が確保できない箇所では無理な試料採取は行わない。 

(4) 分析の留意点 

① 石綿含有の分析に当たって、十分な経験および必要な能力を有する者としては、公益社団法人日本

作業環境測定協会（日測協）が実施する「石綿分析技術の評価事業」により、A ランクまたは B ラン

クの認定を受けた分析技術者がいる。   

② 具体的な分析方法については、JIS A 1481-2 および JIS A 1481-3 を参照のこと。 
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2.2 事前調査後の措置 

(1) 事前調査の結果は、関係法令に基づいて掲示する。 

(2) 事前調査の結果、石綿含有仕上塗材が施工されている既存建築物を改修または解体する場合は、

施工計画を立案する。 

(1) 石綿則第 3 条第 3 項において、建築物や工作物に関しては、解体・破砕等の作業および第 10 条第 1

項の規定による封じ込めまたは囲い込みの作業を行う作業場に、事業者は次の事項を、作業に従事する

労働者が見やすい箇所に掲示しなければならないとしている。  

 ①調査を終了した年月日 

 ②事前調査の方法および結果の概要 

………石綿障害予防規則（抜粋）………………………………………………………………………………… 

（事前調査）  
第三条  事業者は、次に掲げる作業を行うときは、石綿等による労働者の健康障害を防止するため、あらかじめ、当該

建築物、工作物又は船舶（鋼製の船舶に限る。以下同じ。）について、石綿等の使用の有無を目視、設計図書等により調

査し、その結果を記録しておかなければならない。  
一  建築物、工作物又は船舶の解体、破砕等の作業（石綿等の除去の作業を含む。以下「解体等の作業」という。）  
二  第十条第一項の規定による石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業  
２  事業者は、前項の調査を行ったにもかかわらず、当該建築物、工作物又は船舶について石綿等の使用の有無が明ら

かとならなかったときは、石綿等の使用の有無を分析により調査し、その結果を記録しておかなければならない。ただし、

当該建築物、工作物又は船舶について石綿等が吹き付けられていないことが明らかである場合において、事業者が、当該

建築物、工作物又は船舶について石綿等が使用されているものとみなして労働安全衛生法 （以下「法」という。）及びこ

れに基づく命令に規定する措置を講ずるときは、この限りでない。  
３  事業者は、第一項各号に掲げる作業を行う作業場には、次の事項を、作業に従事する労働者が見やすい箇所に掲示

しなければならない。  
一  第一項の調査（前項の調査を行った場合にあっては、前二項の調査。次号において同じ。）を終了した年月日  
二  第一項の調査の方法及び結果の概要 
………………………………………………………………………………………………………………………… 

 また、大気汚染防止法（以下、大防法という）第 18 条の 17 第 4 項および同施行規則第 16 条の 9 およ

び 10 においては、事前調査を行ったすべての建築物・工作物の解体工事・改造工事・補修工事を行う場

合、工事の受注者または自主施工者は、次の①～④に示す事項を、工事の場所で公衆に見やすいように

掲示板で掲示しなければならないとしている。 

 ①調査を行った者の氏名または名称、住所、法人の場合は代表者の氏名 

 ②調査を終了した年月日 

 ③調査の方法 

 ④特定建築材料の種類 

………大気汚染防止法（抜粋）…………………………………………………………………………………… 

（解体等工事に係る調査及び説明等）  
第 18 条の 17  建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事（当該建設工事が特定工事に該当しない

ことが明らかなものとして環境省令で定めるものを除く。以下「解体等工事」という。）の受注者（他の者から請け負つ

た解体等工事の受注者を除く。次項及び第 26 条第 1 項において同じ。）は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否

かについて調査を行うとともに、環境省令で定めるところにより、当該解体等工事の発注者に対し、当該調査の結果につ

いて、環境省令で定める事項を記載した書面を交付して説明しなければならない。この場合において、当該解体等工事が

特定工事に該当するときは、第 18 条の 15 第 1 項第 4 号から第 7 号までに掲げる事項その他環境省令で定める事項を書面

に記載して、これらの事項について説明しなければならない。  
2  前項前段の場合において、解体等工事の発注者は、当該解体等工事の受注者が行う同項の規定による調査に要する費

用を適正に負担することその他当該調査に関し必要な措置を講ずることにより、当該調査に協力しなければならない。  
3  解体等工事を請負契約によらないで自ら施工する者（第 26 条第 1 項において「自主施工者」という。）は、当該解

体等工事が特定工事に該当するか否かについて調査を行わなければならない。  
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4  第 1 項及び前項の規定による調査を行つた者は、当該調査に係る解体等工事を施工するときは、環境省令で定めると

ころにより、当該調査の結果その他環境省令で定める事項を、当該解体等工事の場所において公衆に見やすいように掲

示しなければならない。  

………………………………………………………………………………………………………………………… 

………大気汚染防止法施行規則（抜粋）………………………………………………………………………… 

（解体等工事に係る掲示の方法）  
第 16 条の 9  法第 18 条の 17 第 4 項の規定による掲示は、掲示板を設けることにより行うものとする。  
（解体等工事に係る掲示の事項）  
第 16 条の 10  法第 18 条の 17 第 4 項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。  
1 法第 18 条の 17 第 1 項 又は第 3 項 の規定による調査を行つた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、そ

の代表者の氏名  
2 調査を終了した年月日  
3 調査の方法  
4 解体等工事が特定工事に該当する場合は、特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料

の種類  

………………………………………………………………………………………………………………………… 

(2) 改修工事・解体工事においては、工事受注者により施工計画書、工程表、施工図などの工事に必要

な図書が作成される。施工計画書には概ね以下の①～⑩のような内容が盛り込まれる。 

①適用範囲 

②適用図書 

③建物概要 

④工事概要 

⑤施工体制（施工業者、施工管理組織） 

⑥作業用仮設 

⑦施工要領 

改修：施工計画確認事項、使用材料、施工フロー、発生材の処理、工事計画図、自主検査表等 

  解体：施工計画確認事項、作業フロー、解体計画図、産業廃棄物処理、搬出経路図、自主検査等 

 ⑧注意事項 

⑨安全・衛生管理 

 ⑩その他（チェックシート、施工業者が行うべき許可申請・届出、有資格者一覧表など） 

しかし、石綿含有仕上塗材の処理にあたっては、その他に「3.3 施工計画の作成」に記載している事

項についても考慮しなければならない。 
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3．仕上塗材の処理工法 

3.1 処理工法の種類 

 本指針に用いる処理工法の種類は、次のとおりとする。 

(1) 水洗い工法 

(2) 手工具ケレン工法 

(3) 集じん装置併用手工具ケレン工法 

(4) 高圧水洗工法（15MPa 以下、30～50MPa 程度） 

(5) 集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa 以下、30～50MPa 程度） 

(6) 超高圧水洗工法（100MPa 以上） 

(7) 集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa 以上） 

(8) 超音波ケレン工法（HEPA フィルター付き掃除機併用含む） 

(9) 剥離剤併用手工具ケレン工法 

(10) 剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度） 

(11) 剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa 以上） 

(12) 剥離剤併用超音波ケレン工法 

(13) ディスクグラインダーケレン工法 

(14) 集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 

(15) その他（石綿則第 6 条第 1 項に基づく同等以上の効果を有する工法） 

各処理工法の選定に当たって建築研究所と日本建築仕上材工業会の共同研究で確認された処理工法

を基本として、「水洗い工法」、「手工具ケレン工法」、「集じん装置併用手工具ケレン工法」、「高圧水洗工

法（30～50MPa 程度）」、「集じん装置付き高圧水洗工法（30～50MPa 程度）」、「剥離剤併用手工具ケレン

工法」および「剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度）」を追加している。 

 なお、実験で確認された処理工法以外に追加した工法は、実験で確認された工法に比べて、既存仕上

塗材層に作用する力が小さく発じんが少ない工法とみなしたものである。 

 その概要を解説表 3.1 に示す。 

解説表 3.1 実験で確認された工法および追加した工法の対比表 

実験で確認された工法 
追加した工法 

（実験で確認された工法との対比で発じんが少ないと判断）

(4) 高圧水洗工法（15MPa 以下） (1) 水洗い工法 

(5) 集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa 以下） ― 

(6) 超高圧水洗工法（100MPa 以上） (4) 高圧水洗工法（30～50MPa 程度） 

(7) 集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上） (5) 集じん装置付き高圧水洗工法（30～50MPa程度）

(8) 超音波ケレン工法 

HEPA フィルター掃除機併用超音波ケレン工法

(2) 手工具ケレン工法  

(3) 集じん装置併用手工具ケレン工法 

(11) 剥離剤併用高圧水洗工法（100MPa 以上） (10) 剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度）

(12) 剥離剤併用超音波ケレン工法 (9) 剥離剤併用手工具ケレン工法 

(13) ディスクグラインダーケレン工法 ― 

(14) 集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 ― 
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(1)「水洗い工法」は、既存仕上塗材層を除去する必要がなく、表面の付着物や粉状物を清掃する場合に

適用されるケレン工法であり、デッキブラシやウェス等で水洗する。 

(2)「手工具ケレン工法」は、皮すき、スクレーパ、ワイヤブラシ等で既存仕上塗材層の劣化部分を除去

する工法である。後述する「ディスクグラインダーケレン工法」と比較すれば、相対的に発じんは少

ない。しかし、ケレンの作業効率は「ディスクグラインダーケレン工法」と比較して低い。 

(3)「集じん装置併用手工具ケレン工法」は、「手工具ケレン工法」を行うと同時に、高性能真空掃除機

の吸入口（粉じん飛散防止カバー付き）を利用して、ケレン部分の局所集じんを行う工法である。 

(4)「高圧水洗工法」は、 専用の機器によって圧力をかけた水を既存仕上塗材層に噴射し、既存仕上塗

材層表面の汚れの洗浄や仕上塗材層の除去に用いられる工法で、一般に高圧水洗工法または高圧洗浄

工法などと称され、吐出圧力に応じて低圧、中圧、高圧、超高圧などと分類されることもある。しか

し、これらの呼称と水圧の範囲については明確に定義されていない。また、既存仕上塗材層表面に作

用する圧力は、機械の吐出圧力、水量、ノズルと既存仕上塗材層との距離（吐出距離）、高圧水と既存

仕上塗材層との角度（吐出角度）によっても異なるため、本指針では吐出圧力を目安として「15MPa

以下の高圧水洗工法」および「30～50MPa 程度の高圧水洗工法」の 2 つに区分している。 

15MPa 以下の吐出圧力による「高圧水洗工法」は、一般的に既存仕上塗材層表面の粉状物や付着物

を除去・清掃する工法であるが、既存仕上塗材層表面が経年劣化などにより脆弱な場合や、既存仕上

塗材層と下地との付着力が著しく低下している場合などには、既存仕上塗材層が部分的に除去される。 

  一方、30～50MPa 程度の吐出圧力よる「高圧水洗工法」は、既存仕上塗材層を全面的に除去する場

合または部分的に既存仕上塗材層を除去する場合などに用いられる工法である。 

(5)「集じん装置付き高圧水洗工法」は、飛沫防止カバーを取り付けて吸引する工法で、壁面等から跳ね

返った水が周辺に飛散しないため、石綿含有仕上塗材の除去等にあたっては有効である。ただし、開

口部回りや入隅など飛沫防止カバーによって高圧水が作用しない部分については、「剥離剤併用手工具

ケレン工法」、「剥離剤併用超音波ケレン工法」、「集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法」

など、他の除去工法を併用するとよい。 

(6) 100MPa 以上の吐出圧力による「超高圧水洗工法」は、30～50MPa 程度の吐出圧力よる「高圧水洗工

法」とほぼ同様な目的で使用されるが、既存仕上塗材層に作用する力が大きいので堅固な厚塗材 C（セ

メントスタッコ）など比較的除去が難しい場合の既存仕上塗材層の除去に適している。 ただし、コン

クリートに貫通ひび割れがあると漏水する場合があるので、事前にひび割れを補修しておくことが肝

要である。また、開口部回りなど他の建材との取り合い部分では、他の建材を損傷する可能性がある

ので、部分的に他の除去工法との併用を検討したほうがよい。 

(7)「集じん装置付き超高圧水洗工法」は、飛沫防止カバーを取り付けて吸引する工法で、(5)の解説を参

照されたい。 

(8)「超音波ケレン工法」は、機器の刃先に発生する高速な音波の微振動によって仕上塗材層を除去する

工法で、すべての既存仕上塗材に適用できるが、仕上塗材層を機器の刃先で削る方法なので作業効率

は低い。ただし、入隅や開口部回りなどの狭い部分にも適用できるので、適用部位や箇所に応じて用

いるとよい。 

また、作業時に粉じんが発生するので、粉じんの飛散を防止する場合には HEPA フィルター付き掃

除機で粉じんを吸引しながら作業を行うと良いが、1 人工でケレン作業と吸引作業を同時に行うことは

困難であるため、2 人 1 組で作業を行うなど検討を要する。 

(9)「剥離剤併用手工具ケレン工法」は、剥離剤を有機系の既存仕上塗材層表面に塗付けて軟化させ、柔
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らかくなった仕上塗材層をスクレーパや皮すきなどの手工具でケレンする工法である。防水形あるい

は可とう形の仕上塗材など比較的有機量の多い仕上塗材の除去に適している。また、開口部回りなど

機器を使用する工法では除去できない部分などへも適用できる。ただし、セメントやけい酸塩を結合

材とする無機系の仕上塗材には効果がないので適用できない。 

なお、剥離剤は塩化メチレン（ジクロロメタン、CH2Cl2）系と高沸点溶剤系の 2 種類に大別される。

塩化メチレンは溶解力が強いので、有機系既存仕上塗材層の剥離等においては高沸点溶剤系の剥離剤

よりも作業効率はよいが、揮発性の有機溶媒なので粘膜を刺激したり、皮膚に触れると火傷を負うこ

とがあるので注意を要する。さらに、安衛法の第二類物質特別有機溶剤等に指定されているほか、化

学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）、化学物質排出把握管理促進法（PRTR 法）、海

洋汚染防止法などの規制を受ける。また、IARC（International Agency for Research Cancer：国際ガン研

究機関）の発がん性評価リスクでも Group 2A（人に対する発がん性がおそらくある）に分類されてい

る。 

一方、高沸点溶剤系の剥離剤は、塩化メチレンほど有害ではないため、近年においては広く用いら

れており法令の規制も少ないが、消防法の指定可燃物に該当するものもあるので、材料の保管、作業

時の換気・火気厳禁などには注意を要する。作業効率は、塩化メチレン系の剥離剤よりも劣るので、

既存仕上塗材層に塗り付けてからの放置時間などは、製造業者に確認するとよい。 

なお、いずれの剥離剤を用いるにあたっても、その工事計画や使用に際しては、製品の SDS（Safety 

Data Sheet：安全データシート）を製造業者から入手して確認することが肝要である。 

(10)「剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度）」は、(9)「剥離剤併用手工具ケレン工法」の手工具の

かわりに高圧水で既存仕上塗材層を除去する工法である。エポキシ系の反応硬化形仕上塗材など、下

地への接着力が強い既存仕上塗材層の除去に適している。 

(11)「剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa 以上）は、「剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa 程度）」と

同様な工法であるが、施工会社の実績や経験なども参考にして、既存仕上塗材層の種類に応じた適用

性や作業効率などを勘案し選定するとよい。 

(12)「剥離剤併用超音波ケレン工法」は、剥離剤で軟化させた既存仕上塗材層を超音波ケレン機でケレ

ンする工法である。(9)「剥離剤併用手工具ケレン工法」では作業効率が悪い場合、高圧水洗が併用で

きない場合、開口部回り等での作業に有用である。 

(13)「ディスクグラインダーケレン工法」は、高速回転する電動器具にディスクを取り付けて研磨する

工法で、多量の粉じんが発生するため石綿含有仕上塗材の除去にあたっては、作業場隔離による工事

が必須となる。巻末の付 3．における表 1 の実験結果でも、多量の総繊維数濃度（f/L）となっている。 

(14)「集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法」は、集じん装置によって粉じんの飛散を防止

する工法であり、巻末の付 3．における実験結果では集じん装置を取り付けることによって、集じん装

置を取り付けない工法に比べ、1/10000 程度の総繊維数濃度に低減している。 

(15) 本文に示した(1)～(14)の工法の多くは、2014 年 6 月 17 日から 2016 年 3 月 31 日の間、建築研究所

と日本建築仕上材工業会との間で共同研究として実施された「外壁改修・解体におけるアスベスト含

有建築用仕上塗材の処理技術に関する研究」において実験的に確認されたものが主体である。しかし、

実験で確認していない新しいケレン工法や将来的に開発されるケレン工法についても、石綿則第 6 条

第 1 項ただし書きに基づく同等以上の効果を有する工法と見なしうる可能性がある。これらの工法は、

実験等で効果が検証されることが前提であるが、ここに記された工法以外にも可能性があるという意

味で「(15)その他の工法」を加えている。 
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 (a)ケレン用手工具の例 1)､2)       (b)超音波ケレン機の例 3)     (c)剥離剤の例 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)高圧水洗機の例 5)      (e)高圧水洗車の例 6)      (f)集じん装置付き超高圧水洗機の例 7) 

 

 

                 

 

 

 

 
 

 

(g)集じん装置付き超高圧     (h)集じんカバー付きディスク      (i)HEPA フィルター    
水洗機の例 7)           グラインダーの例 8)          掃除機の例（先端のブ 

            ラシを外して使用）9) 

 

解説写真 3.1 処理工法に用いる機器・工具類の例 

 

 

 

洗浄車 

 

皮すき スクレーパ 
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3.2 処理工法の選定 

 処理工法は、既存仕上塗材層の種類、既存仕上塗材層の劣化程度、既存仕上塗材層の処理の程度、

既存仕上塗材層の除去効率、粉じんの発生程度、作業場の隔離養生の要否、廃水処理の要否、施工費

用などの条件に応じて選定する。 

石綿含有仕上塗材の処理工法の選定にあたっては、大気中への石綿粉じんの飛散性を優先する必要が

あるが、既存仕上塗材層の種類に応じた劣化程度や処理の程度、処理工法の特徴などを勘案して選定す

るとよい。 

解説表 3.2～解説表 3.4 に処理工法の選定(例)を示すが、基本的には「既存仕上塗材層の状態」と「工

法選定の考え方」から選定できる「処理工法」を対象とし、その中から「処理の効果」、「処理工法の特

徴」および「工法区分」を総合的に判断して、処理工法を選定するとよい。 

解説表 3.2 および解説表 3.3 は、基本的に既存仕上塗材層を残して改修（塗替え）する場合の例であ

るが、主材層に摩耗、浮き、膨れ、接着力低下が認められるときには、劣化部分を除去することとなる

ので、主材層からの粉じん飛散に留意しなければならない。 

解説表 3.5 にも記載しているが、解説表 3.2～解説表 3.4 の工法区分 I は石綿則第 6 条第 1 項に基づく

工法の例を、工法区分 II は石綿則第 6 条第 1 項ただし書きに基づく同等以上の効果を有する処理工法の

例を示している。 

工法区分 III は 1.2 (2) の解説①～③の場合など、石綿を含有する既存仕上塗材の主材層に影響を及ぼ

さない工事は石綿粉じんが飛散しないため、本指針では石綿関連作業に該当せず、一般的な仕上塗材の

改修工事に準じることとしている。参考として、解説図 3.1～解説図 3.3 に仕上塗材の劣化進行の模式図

を示す。 

解説表 3.4 は、改修工事または解体工事で既存塗膜をすべて除去する場合の例であるが、すべての処

理工法が本指針の対象となる。 

なお、処理工法の適用にあたって、解説表 3.2～解説表 3.4 に示すように、集じん装置付きの工法にお

いては、飛沫防止カバーや集じんカバーが角に当たって、開口部回りや入隅等が処理できない場合もあ

るので、これらの部分の改修にあたっては、別途適用可能な工法を併用するか、または部分的な隔離を

行うことも一つの有力な方法と考えられる。 

また、超高圧水洗においても、高圧水の作用によって開口部の建具などを傷つけることがあるので、

その周辺においては他の工法との併用を検討するとよい。 
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）

劣
化
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態

表
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の
洗
浄
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弱
部
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の
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去

（
主
材
表
層

）

脆
弱
部
分
の
除
去

（
主
材
層

）

薄
塗
材

厚
塗
材

粉
じ
ん
の
発
生

隔
離
養
生
の
要
否

施
工
費
用
*

廃
水
中
の
石
綿
処
理

開
口
部
回
り

入
隅
等
へ
の
適
用

水洗い工法 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 ― 有 要 A 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以

下）
可 可 ― 有 否 A 要 不可 Ⅱ

手工具ケレン工法 不可 可 可 有 要 A ― 可 Ⅰ

集じん装置併用手工具ケレン工法 不可 可 可 有 否 A ― 可 Ⅱ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 可 有 要 A 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以

下）
可 可 可 有 否 A 要 不可 Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 可 可 可 有 要 B 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法
（30～50MPa程度）

可 可 可 有 否 B 要 不可 Ⅱ

超高圧水洗工法（100MPa以上） 可 可 可 有 要 C 要 不可 Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa
以上）

可 可 可 有 否 C 要 不可 Ⅱ

超音波ケレン工法 不可 不可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

不可 不可 可 有 否 C ― 可 Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 不可 可 可 有 要 B ― 可 Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン
工法

不可 可 可 有 否 B ― 不可 Ⅱ

―　：　対象とならない処理

*　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。

** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

主材表層の劣化

白亜化
エフロレッセンス

摩耗

改修塗材との付着阻
害となる主材表面の脆
弱部分を除去できる工
法を選択する

解説図3.2
状態

③～⑥

解説図3.3
状態

③～⑥

主材層の劣化

付着力低下
浮き
膨れ

剥がれ

処理の効果

処理工法

処理後の状態

工法選定の
考え方

脆弱な主材表面のみ
ではなく、脆弱な主材
も除去できる工法を選
択する

解説表3.2　既存仕上塗材層を残して塗り替える場合の処理工法の選定例（その１：上塗材がない場合）

工
法
区
分
*
*

解説図3.2
状態②

解説図3.3
状態②

主として主材表面の汚
れを除去できる工法を
選定する

健全
解説図3.3

状態①

解説図3.2
状態①

処理工法の特徴既存仕上塗材層の状態
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粉
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の
発
生
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施
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費
用
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廃
水
中
の
石
綿
処
理

開
口
部
回
り

入
隅
等
へ
の
適
用

水洗い工法 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以

下）
可 可 ― 無 否 A 不要 不可 Ⅲ

手工具ケレン工法 不可 可 可 有 要 A ― 可 Ⅰ

集じん装置併用手工具ケレン工法 不可 可 可 有 否 A ― 可 Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 可 可 可 有 要 B 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法
（30～50MPa程度）

可 可 可 有 否 B 要 不可 Ⅱ

超高圧水洗工法（100MPa以上） 可 可 可 有 要 B 要 不可 Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa
以上）

可 可 可 有 否 C 要 不可 Ⅱ

超音波ケレン工法 不可 不可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

不可 不可 可 有 否 C ― 可 Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 不可 可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン
工法

不可 可 可 有 否 C ― 不可 Ⅱ

―　：　対象とならない処理
*　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。
** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

解説図3.l
状態

④～⑥

解説図3.3
状態

⑩～⑫

主材の変化

付着力低下
浮き
膨れ

剥がれ

脆弱な上塗材のほか、
割れを発生している主
材周辺の一部の活膜
除去も実施。主に脆弱
な上塗材の剥離を目
的とした工法を選定
し、部分的に活膜を除
去する工法を選択する

上塗材は活膜で、主
材まで劣化が進んでい
ないため、上塗材の洗
浄を目的とした工法を
選定する

処理の効果 処理後の状態

解説図3.1
状態①

解説図3.3
状態⑦

健全

白亜化
エフロレッセンス

工法選定の考え方

既存仕上塗材層の状態

処理工法

解説表3.3　既存仕上塗材層を残して塗り替える場合の処理工法の選定例（その２：上塗材がある場合）

工
法
区
分
*
*

処理工法の特徴

改修塗材との付着阻
害となる上塗材の脆弱
塗膜部分を完全に除
去できる工法を選択す
る

解説図3.1
状態②③

解説図3.3
状態⑧⑨

上塗材の変化

　剥がれ
　膨れ
　割れ
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作
業
効
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*
*

超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 要 D 要 不可 B Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 E 要 不可 C Ⅱ

剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 D 要 不可 A Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 要 D 要 可 C Ⅰ

剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 否 C 要 可 A Ⅱ

超音波ケレン工法 有 要 C ― 可 E Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

有 否 C ― 可 E Ⅱ

剥離剤併用手工具ケレン工法 無 否 A ― 可 A Ⅱ

剥離剤併用超音波ケレン工法 有 否 C ― 可 D Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 有 要 A ― 可 E Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 有 否 B ― 可 E Ⅱ

超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 要 A 要 不可 B Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 E 要 不可 C Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 要 D 要 可 D Ⅰ

超音波ケレン工法 有 要 C ― 可 D Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

有 否 C ― 可 D Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 有 要 C ― 可 D Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 有 否 D ― 可 E Ⅱ

―　：　対象とならない処理
*　　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。
**   作業効率：　（良←）A>B>C>D>E
*** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

解説表3.4　既存仕上塗材層をすべて除去する場合の処理工法の選定例

工
法
区
分
*
*
*

処理後
の状態

既存仕上塗材の種
類

無機系仕上塗材

有機系仕上塗材

処理工法

処理工法の特徴

工法選定の考え方

下地と塗材の付着性に問
題がある部分が多いた
め、もしくは意匠性の変更
のため、活膜を含む全面
を除去できる工法を選定
する

下地と塗材の付着性に問
題がある部分が多いた
め、もしくは意匠性の変更
のため、活膜を含む全面
を除去できる工法を選定
する。無機系塗膜の場合
剥離剤の効果はほとんど
期待できない
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  状態②＜上塗材の劣化＞ 状態③＜上塗材の劣化2＞ 状態④<主材の劣化1＞ 状態⑥＜主材の劣化3＞

＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化

健全 割れ 割れ 割れ 割れ
剥がれ 剥がれ 剥がれ 剥がれ

膨れ 摩耗 摩耗

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
割れ 割れ 割れ

浮き 剥がれ

状態②＜主材表層の劣化＞ 状態③＜主材層の劣化1＞ 状態④＜主材層の劣化2＞ 状態⑤＜主材層の劣化3＞

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化
摩耗 摩耗 摩耗 摩耗 摩耗

健全 割れ 割れ 割れ 割れ
浮き 剥がれ 剥がれ

状態⑤＜主材の劣化2＞

状態⑥＜主材層の劣化4＞

解説図3.1　複層仕上塗材の劣化進行模式図

解説図3.2　薄付け仕上塗材の劣化進行模式図

状態①＜健全＞

状態①＜健全＞

上塗材

コ
ン
ク
リ
ー
ト

コ
ン
ク
リ
ー
ト

下地調整材

下塗材

下地調整材

下塗材

主材

主材
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状態②＜主材表層の劣化＞ 状態③＜主材層の劣化1＞ 状態④＜主材層の劣化2＞ 状態⑤＜主材層の劣化3＞

健全 ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化
摩耗 摩耗 摩耗 摩耗 摩耗

割れ 割れ 割れ 割れ
浮き 剥がれ 剥がれ

主材

状態⑧＜上塗材の劣化＞ 状態⑨＜上塗材の劣化2＞ 状態⑩<主材の劣化1＞ 状態⑫＜主材の劣化3＞

＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞
＜上塗材＞ ＜上塗材＞ 白亜化 白亜化 白亜化

白亜化 白亜化 割れ 割れ 割れ
健全 割れ 剥がれ 剥がれ 剥がれ

剥がれ 膨れ 摩耗 摩耗

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
割れ 割れ 割れ

浮き 剥がれ

主材

（上塗材がない場合）

（上塗材がある場合）

解説図3.3　厚付け仕上塗材の劣化進行模式図

状態①＜健全＞

状態⑦＜健全＞

状態⑥＜主材層の劣化4＞

状態⑪＜主材の劣化2＞

コ
ン
ク
リ
ー
ト

下地調整材

下塗材

下地調整材

コ
ン
ク
リ
ー
ト

下塗材

上塗材
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3.3 施工計画の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施工計画の作成にあたって、石綿含有仕上塗材の改修・解体工事における石綿則・大防法・廃掃法の規制

内容を解説表 3.5 に示す。 

(1) 処理工法の選定 

処理工法の選定は前項に基づき行うが、施工計画を作成する際には、次の事項を考慮する。 

① 剥離剤併用工法の場合、剥離剤の剥離効果を事前にテストして次のことを確認する。 

・剥離剤の有効性（下地コンクリート面に達するまで完全に除去できるか） 

・剥離剤の使用量、除去開始までのオープンタイム 

・養生内での使用による有機溶剤中毒等のおそれ（換気、防毒マスク着用の検討） 

・臭気の影響 

・作業性など 

② 集じん装置付きの工法では、入隅部等※の除去ができないため補助的に他の工法を併用しなければな

らない。この場合、補助的工法使用時の粉じん飛散防止措置に十分配慮することが重要である。全体を

隔離作業場とする必要があるか、部分的な隔離で対応できるか、あるいは局所集じんで対応可能かを判

断し、施工計画に盛り込むことが必要である。 

 巻末の付録の付 4．に補助的方法としての部分的な隔離の事例および HEPA フィルター付き掃除機によ

る集じん方式の事例を示しているので、参照されたい。 

 ※入隅部等とは、平面部でない部分をいい窓や柱型、軒先部分がある。 

(2) 粉じん飛散防止措置 

処理工法により粉じん飛散防止措置は異なってくる。その措置は隔離作業場の設置の有無で大別されるが、

前述のように、補助的工法を併用する場合の粉じん飛散防止措置も勘案し決定する必要がある。また、隔離

作業場の設置は「6. 隔離工法」により行う。外部に隔離作業場を設置する場合には、風の影響や水を使用

する工法での集水方法などに配慮が必要となる。 

(3) 粉じんばく露防止措置 

具体的には、呼吸用保護具、保護衣などの選定である。粉じんの飛散状況に応じて必要な呼吸用保護具、

保護衣などを使用しなければならない。処理工法およびそれに伴う隔離作業場の設置の有無などにより異な

ってくる。 

(4) 廃水処理 

石綿を含む水を排水する場合に重要となる。詳細は「8. 廃水処理」に定めるとおりであるが、特に、屋

外での作業の場合では集水方法を明確に示すことが重要である。 

(5) 廃棄物処理 

「9. 廃棄物処理」に基づき、適切な処理方法を示す。適切な処理業者を選定し、事前に委託契約を締結

 施工計画の作成にあたっては、次の事項を含むものとする。 

(1) 処理工法（補助工法含む） 

(2) 粉じん飛散防止措置（隔離作業場設置の有無など） 

(3) 粉じんばく露防止措置（呼吸用保護具、保護衣などの選定） 

(4) 廃水処理（石綿を含む水を排水する工法のみ、集水措置を含む） 

(5) 廃棄物処理 

(6) その他 
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し、委託契約書および処理業者の許可証を添付することも必要である。 

(6) その他 

「5. 処理作業共通事項」に基づき、施工体制図（安全管理体制、石綿作業主任者の選任など）や作業員の

教育、掲示などについても処理計画に含めることが必要である。 

解説表3.5 石綿含有仕上塗材の改修・解体工事における石綿則・大防法・廃掃法の規制 

 
石綿則 
条項 

大防法 
条項 

解体・改修 
（既存塗膜除去） 

解体・改修 
（既存塗膜除去） 

石綿則第 6 条但し書き 

改修（塗膜洗浄） 
石綿関連作業に 

該当せず 
事前調査 3 条 18 条の 17 要 要 要 
作業計画 4 条 ― 要 要 ― 
届 出  5 条他 18 条の６ 要 要 ― 
事前調査結果 
掲示 

3 条 18 条の 17 要 要 要 

その他掲示 15 条他 ― 要 要 ― 
隔 離 
(前室・集じん・排
気装置) 

6 条 
18 条の 18 則

16 条の 4 
要 不要 ― 

立入禁止 15 条 ― 要 要 ― 
湿潤化 13 条 ― 要 要（工法による） ― 
石綿作業主任者 19 条 ― 要 要 ― 
石綿特別教育 27 条 ― 要 要 ― 

保護具 14 条 ― 電動ファン付 
防じんマスク 

または電動ファン付 
― 

保護衣等 14 条 ― 
保護衣 

(使い捨て) 
専用の作業衣 
または保護衣 

― 

作業記録 35 条 ― 40 年保存 40 年保存 ― 

廃棄物 廃掃法 全て特管産廃 
除去物は特管産廃・ 

養生材は産廃 
除去物無・ 

養生材は産廃 

備 考（解説表 3.2～3.4 の工法区分） Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

………石綿障害予防規則（抜粋）………………………………………………………………………………… 

（吹付けられた石綿等の除去等に係る措置）  
第六条  事業者は、次のいずれかの作業に労働者を従事させるときは、次項に定める措置を講じなければならない。た 

だし、当該措置と同等以上の効果を有する措置を講じたときは、この限りではない。  
一 ～三 略  
２  事業者が講じる前項本文の措置は、次の各号に掲げるものとする。 
一  前項各号に掲げる作業を行う作業場所（以下この項において「石綿等の除去等を行う作業場所」という。）を、それ 

以外の作業を行う作業場所から隔離すること。  
二  石綿等の除去等を行う作業場所にろ過集じん方式の集じん・排気装置を使用すること。 
三  石綿等の除去等を行う作業場所を負圧に保つこと。 
四  石綿等の除去等を行う作業場所の出入口に前室、洗身室及び更衣室を設置すること。これらの室の設置に当たって 

は、石綿等の除去等を行う作業場所から労働者が退出するときに、前室、洗身室及び更衣室をこれらの順に通過する 
ように互いに連接させること。を設置すること。 

五～七 略 
………………………………………………………………………………………………………………………… 
………大気汚染防止法施行規則（抜粋）………………………………………………………………………… 

別表第 7（第十六条の四（作業基準）関係）  
一 令第三条の四第一号に掲げる作業（次項又は三の項に掲げるものを除く。） 

次に掲げる事項を遵守して作業の対象となる建築物等に使用されている特定建築材料を除去するか、又はこれと同等以上の

効果を有する措置を講ずること。 
イ 特定建築材料の除去を行う場所（以下「作業場」という。）を他の場所から隔離し、作業場の出入口に前室を設置す 
ること。 

ロ～チ 略  
………………………………………………………………………………………………………………………… 
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4．届 出 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)は安衛法、(2)は石綿則、(3)は大防法に基づく届出である。仕上塗材は吹付け、こて塗り、ローラー塗り

などの施工方法が用いられる場合もおおく、必ずしも吹き付けられた材料ではないが、本指針では「吹付け

材」として取り扱い届出を行うことを基本とした。 

大防法では、届出が発注者に義務付けられていることに留意する必要がある。 

 

5．処理作業共通事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本指針における改修工事または解体工事を行うときは、次の届出を行わなければならない。 

(1) 耐火建築物・準耐火建築物に石綿含有仕上塗材が施工されているときは、事業者が作業開始 14 日前ま

でに「工事計画届」を所轄の労働基準監督署長に提出する。 

(2) 前項(1)以外の建築物、工作物に石綿含有仕上塗材が施工されているときは、事業者が作業開始前まで

に「作業届」を所轄の労働基準監督署に提出する。 

(3) 前項(1)または(2)に併せ、発注者は、作業開始 14 日前までに「特定粉じん排出等作業実施届」を都道

府県知事等に提出する。 

石綿含有仕上塗材の処理作業にあたっては、大防法、石綿則および廃棄物処理法に基づき、次の事項

を遵守する。 

(1) 石綿作業主任者 

処理作業にあたっては、石綿則に基づき石綿作業主任者を選任する。 

(2) 除去作業者 

処理作業に従事する作業者は、石綿則に基づく特別の教育を受けたものとする。また、除去作業者は、

一般健康診断、石綿健康診断を受診した者で肺機能に異常がない者とする。 

(3) 特別管理産業廃棄物管理責任者 

除去した仕上塗材等は特別管理産業廃棄物として取り扱うものとし、特別管理産業廃棄物管理責任者

の資格を有する者を選任し、管理させる。 

(4) 表示および掲示 

大防法、安衛則および石綿則に定める表示および掲示を行う。 

(5) 呼吸用保護具 

作業者は、作業内容に応じた適切な呼吸用保護具を使用する。隔離空間内で除去作業を行う場合は、

電動ファン付き呼吸用保護具（フィルターは捕集効率 99.97％以上、漏れ率 0.1％以下のものを使用）

またはこれと同等以上の性能を有する呼吸用保護具を使用する。それ以外の場合には、全面形または半

面形の取替式防じんマスク（フィルターは RL3 または RS3）を使用する。 

(6) 保護衣、作業衣 

①作業者は、作業内容に応じて保護衣または作業衣を使用する。 

②保護衣は石綿の浸透がない材質および構造のものとし、原則として、使用ごとに廃棄する。 

③作業衣は石綿が付着しにくく、付着した石綿が容易に除去できるものとする。 

(7) 記録及び保存 

①事前調査の結果は、工事中は作業所に保管するとともに、40 年間保存する。 

②作業記録その他必要なものは記録し、作業者が常時作業を行わなくなってから、40 年間保存する。
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(1) 石綿作業主任者 

石綿作業主任者は、登録機関による「石綿作業主任者技能講習」修了者（平成 18 年以前の「特定化学物

質等作業主任者技能講習」修了者を含む）とし、次の業務を行う。 

①作業員が石綿等の粉じんにばく露しないように、作業方法を決定し、作業員を指揮する。 

②集じん・排気装置の点検 

③保護具の使用状況の確認 

なお、剥離剤を使用する工法で、有機溶剤中毒予防規則（以下、有機則という）の適用を受ける場合には、

有機則の作業主任者の選任も必要となるので注意が必要である。 

(2) 除去作業者 

①特別教育 

除去作業等に従事する作業員には、解説表 5.1 に示す内容の特別教育を実施する。 

解説表5.1 特別教育の内容 

科 目 時 間 

石綿の有害性 0.5 時間  

 

合計 4.5 時間 

石綿等の使用状況 1 時間 

石綿等の粉じんの飛散を抑制するための措置 1 時間 

保護具の使用 1 時間 

その他石綿等のばく露防止に関して必要な事項 1 時間 

②特殊健康診断 

常時、石綿作業に従事する作業員には、一般健診と併せ 6 か月ごとに石綿健診を受診させなければなら

ない。また、前述のように、剥離剤を使用し、有機則の適用を受ける場合には、その特別健診も必要と

なる。 

(3) 特別管理産業廃棄物管理責任者 

石綿含有仕上塗材等の除去したものは、除去に伴って粉砕され、粉じんが飛散しやすい状態となっている

ため、特別管理産業廃棄物として取り扱うものとする。この場合、工事の元請業者（建設廃棄物排出事業者）

は資格を有する特別管理産業廃棄物管理責任者を選任し、廃棄物の保管、処理委託等の業務を行わせる。 

(4) 表示および掲示 

次に示す表示および掲示を行う。 

①事前調査結果 

②解体等の作業方法等の掲示 

③関係者または作業者以外立ち入り禁止 

④石綿作業主任者の選任・職務 

⑤喫煙・飲食の禁止 

⑥石綿取扱い注意事項 

  表示および掲示は労働者の見やすい場所（作業場所等）に設置することを基本としているが、上記の①お

よび②は大防法でも義務付けられており、公衆の見やすい場所にも掲示することが必要である。また、①は

工事着手前までに掲示する必要があり、その他は当該作業開始前に掲示または表示する。 

(5) 呼吸用保護具 

石綿含有仕上塗材は、石綿の含有率が低いことから、前述の「外壁改修・解体におけるアスベスト含有建
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築用仕上塗材の処理技術に関する研究」における実験では、石綿粉じんの飛散が少ない結果となっている。

詳細については巻末の付録に示す付 1．～付 3．を参照されたい。しかし、総発じん量が多いため、隔離作

業場内の作業においては電動ファン付き呼吸用保護具もしくは送気マスクを使用することとした。 

石綿含有仕上塗材の処理作業に当たっては、フィルターは粒子捕集効率が 99.9％以上となる RL3 または

RS3 を使用し、使用にあたってはフィットテストを実施する。 

(6) 保護衣、作業衣 

隔離作業場内での作業に当たって保護衣は、JIS T 8115（化学防護服）の浮遊個体粉じん防護用密閉服（タ

イプ 5）同等以上のものを使用し、石綿粉じんの飛散防止のため隔離作業場からの退出時ごとに廃棄する。 

(7) 記録および保存 

大防法では、事前調査結果および漏えい監視状況結果は、記録し、作業場に工事終了まで保存することと

されている。また、石綿による疾病は長期間経過後に発症すると言われていることから、石綿則では、上記

記録のほか、作業記録等についても作業者が常時作業を行わなくなってから 40 年間保存することが事業者

に義務付けられている。 
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6．隔離工法 

6.1 隔離養生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 隔離養生 

外壁など屋外に施工された石綿含有仕上塗材層を除去するにあたって、隔離養生を行う場合は、足場全

体を隔離シートで囲い密閉化する。参考として隔離養生の概念図を解説図 6.1 に示す。また、一般部、足場

上部および足場下部の隔離養生の例を解説図 6.2～6.4 に示す。 

(2) 屋外に隔離作業場を設置する場合には、次のことに配慮することが重要となる。 

①枠組足場を使用し、外側には防音パネルなど強固なパネルを設置し、その内側にプラスチックシート

を張り、密閉する。 

②外部では、枠組足場と建物外壁の間にパネルなどで屋根をかけ、その内側にプラスチックシートを張

り密閉する。 

③床面は、厚さ 0.15mm のプラスチックシート 2 重張りとし、必要に応じて塩ビシートなど、より強固

な材料を使用し、破損防止する。また、隔離シートの上に足場を構築する場合には、台座、足場板な

どにより隔離シートを破損しないような措置を講じる。 

(3) 枠組足場は粉じんの付着防止のため養生を行うことが必要となるが、床面は滑りやすくなるため転倒防

止に留意する必要がある。 

(4) 最下段床面には、除去した塗材、除去に用いた廃水などを漏らさず集積・回収できるような措置を講じ

ることが必要となる。 

  

(1) 出入口及び集じん・排気装置の排気口を除き密閉し、他の空間から隔離することで石綿粉じんの飛

散・漏えいを防止する。密閉にあたっては、床面は厚さ 0.15mm 以上のプラスチックシート 2 重張り、

立ち上がりおよび屋根面は厚さ 0.08mm 以上のプラスチックシートを 45cm 以上の重ね代を確保して

粘着テープで貼り合わせる。 

(2) 外部で隔離養生する場合には、強い雨、風などに耐えられるようパネルなどで補強する。また、床に

は、床用塩化ビニルシートなど堅固なシートを用いて補強することも必要となる。 

(3) 足場などの養生も適切に行う。 

(4) 水を使用する工法では、床面に防水シートなどを用い、立ち上がりを設けるなど廃水を漏らさず、回

収するような措置を講じる。 



         

Ⅱ-36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図6.1 隔離養生の概念図 

集じん・排気装置の設置(例)

集じん・排気装置 

セキュリティーゾーン  

足場内部の養生(例) 

セキュリティーゾーン  

足場、防音シート 
又は防音パネル 

足場内部の養生(例) 

隔離養生範囲  
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アスベスト含有塗材

解説図6.2 一般部隔離養生の例 

隔離作業場 

 
 

凡例 

床養生シート 

防音パネル

養生シート 
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解説図6.3 外部足場上部の隔離養生例 
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解説図6.4 外部足場下部の隔離養生例 
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6.2 セキュリティーゾーンの設置 

 

  

 

 

 

 

(1) 入り口に、前室、洗身室、更衣室の 3 室からなるセキュリティーゾーンを設置して、人の退出時および

廃棄物の搬出時等の石綿粉じんの漏えいを防止する。 

(2) 隔離作業場からの漏えい事故の中で、セキュリティーゾーンからの漏えいが多い。そのため、前室の負

圧が確保されていることが重要となる。作業開始前および作業を行う日の作業開始前に隔離作業場と併せ

前室の負圧が確保されていることを確認し、記録しておく必要がある。 

(3) 外部にセキュリティーゾーンを設けたときに、風の吹込みや吸出しによりセキュリティーゾーンから石

綿粉じんが漏えいすることがある。入り口にジッパー式のシートを用いるか、風を遮蔽する壁を設けるな

どの措置を講じることが必要となる。 

風により外部に面したプラスチックシートが押され、セキュリティーゾーンから石綿粉じんが押し出さ

れることもある。パネルなどで風圧を遮断するような措置が必要となる。 

  なお、セキュリティーゾーンの例については、「厚生労働省，石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアル［2.03

版］，2015 年 3 月」、「建設業労働災害防止協会，石綿技術指針対応版 石綿粉じんへのばく露防止マニュア

ル，2013 年 10 月」などを参考にするとよい。 

 

6.3 集じん・排気装置の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 集じん・排気装置を稼働させ、隔離作業場からの漏えいを防止するために作業場内を負圧にする。また、

作業場内の浮遊粉じんを吸引し、HEPA フィルターで石綿粉じんを除去することにより作業場内に浮遊して

いる粉じんを除去する。 

(2) 集じん・排気装置は、隔離作業場の空気が 1 時間に 4 回以上入れ替えることのできる（4 回換気）排風量

のものを設置する。建物内部の隔離作業場では-2～-5Pa の目安で負圧を確保する。外壁の仕上塗材等の処

理の場合には、狭くてゆとりがない隔離作業場となるため、作業場内の気積はそれほど大きくない。しか

し、高さがあることからドラフト効果により隔離作業場内に上昇気流が生じることがある。また、外部に

設置することから前述のように強風の影響等も受ける。そのため、急な外圧の影響を受けても安定的に負

(1) 入り口には、前室、洗身室、更衣室を設け、人の出入りなどによる石綿粉じんの漏えいを防止する。

(2) 作業開始前および作業する日の作業前に、作業場および前室が負圧となっていることを確認し、記録

する。 

(3) 外部にセキュリティーゾーンを設置する場合には、風の吹込みや吸出しによる石綿粉じんの漏えいを

防止する。 

(1) 隔離作業場を負圧に保つとともに、作業場内の石綿粉じんを捕集するために集じん・排気装置を設

置する。 

(2) 隔離作業場の負圧を安定的に確保できるように、十分余裕がある排気能力の集じん・排気装置を使

用する。 

(3) 漏えいがなく、正常に稼働する集じん・排気装置を使用することとし、現場設置後作業開始前に正

常に稼働することを確認し、その結果を記録する。 

(4) 作業開始後速やかに集じん・排気装置からの漏えいがないことをデジタル粉じん計などを用いて確

認し、その結果を記録する。 
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圧を確保できるように、-20～-40Pa 程度を目安に確保できる十分余裕がある集じん・排気装置を使用する

ことが必要となる。さらに、その設置位置にも留意が必要となる。 

(3) 隔離作業場からの漏えいのうち、かなりの割合で集じん・排気装置からの漏えいが確認されている。そ

のため、作業開始前、作業開始直後に集じん・排気装置が正常に稼働し漏えいが生じていないことを確認

することが義務付けられている。 

 ＜作業開始前の正常に稼働していることの確認＞ 

①吸引ポンプ内蔵の粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計）またはパーティクルカウンターを用いて集

じん・排気装置の排気ダクト内の空気を直接測定する。 

②集じん・排気装置の稼働後、計測機器の値が速やかに「0」もしくは低い値で安定することを確認す

る。 

③集じん・排気装置の吸気側でスモークテスターにより煙を発生させ、計測機器の値が変動しないこと

を確認する。 

④前述の②、③の状態にならない場合には、スモークテスターなどを用いて漏えい箇所を特定し補修す

る。それでも②、③を満足できなければ、集じん・排気装置を交換する。 

 ＜作業開始直後の漏えいのないことの確認＞ 

  上記①、②が確保され、計測機器の値が変動しないことを確認する。 

 集じん・排気装置の HEPA フィルターは高性能であるため、HEPA フィルターを通過した空気はデジタル

粉じん計ではほぼ「0」となる。ダクト内の空気を直接計測し「0」とならないのは、集じん・排気装置のど

こかから漏えいしていると考えられる。 

 

6.4 隔離解除前の措置 

 

 

 

 

 

 

(1) 除去終了後、除去面に取り残しがないことを目視で確認し、目に見えない石綿繊維を固定化するため除

去面および隔離シート面に粉じん飛散を防止するための処理剤を噴霧する。ここで使用する処理剤は、建

築基準法第 37 条第 2 項に基づく認定を受けた石綿飛散防止剤ではない。吹付け石綿、石綿含有吹付けロッ

クウールの封じ込め処理に使用する石綿飛散防止剤とは異なり、石綿含有建築用仕上塗材の除去面に施工

して、目に見えない石綿繊維を固定するための処理剤である。したがって、除去後に施工する建築用仕上

塗材の下塗材等も利用可能である。 

その後の浮遊粉じんの処理は、次の 2 つの方法を併用して行う。 

①粉じん飛散抑制剤を空中散布し、浮遊粉じんの沈降を促進させる。沈降した粉じんは床面の隔離シー

トに付着し、隔離シートの撤去とともに処理される。 

②集じん・排気装置を 1.5 時間以上稼働させ、吸引した空気から HEPA フィルターで石綿粉じんを捕集

し除去する。 

(2) 隔離作業場内の空気の石綿粉じん濃度が周辺大気と同程度になってから隔離養生の撤去（隔離の解除）

を行うのが原則である。しかし、石綿粉じん濃度の測定には時間を要することから、総繊維数濃度（石綿

(1) 除去終了後、除去面および隔離シート面に粉じん飛散を防止するための処理剤を噴霧し、その後粉

じん抑制剤を空中散布し粉じんの沈降を促進させるとともに、1.5 時間以上集じん・排気装置を稼働さ

せて、隔離作業場内の粉じんを処理する。 

(2) 隔離作業場内の総繊維数濃度を測定し、粉じんが処理されていることを確認後、隔離養生を撤去す

る。 
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粉じんを含む）を測定し粉じんが除去されていることを確認する。そのためには、デジタル粉じん計また

はパーティクルカウンターではなく、位相差顕微鏡を使用した計数法（PCM 法）による測定または繊維状

粒子のみを計測できるリアルタイムモニターにより測定する必要がある。その際、除去前の当該部分の総

繊維濃度、または周辺大気の総繊維濃度を参考にする。 

 

7．隔離工法としない場合の措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

(1) 養生 

粉じん飛散が生じない（極めて少ない）工法のため、隔離養生を必要としない場合である。この場合で

も、関係者以外の立ち入り禁止措置を講じる必要から、施工区画を明確に定めることが必要である。隔離

養生ではないものの、周囲の汚れ防止の観点からプラスチックシート等による養生を行う。 

(2) 粉じん飛散防止措置 

除去部での局所集じんを基本としており、隔離作業場を設けていないものの、作業中に作業衣に粉じんが

付着している可能性があることから、施工区画から外に出る際には洗身設備により作業衣に付着している可

能性のある粉じんを除去する計画とする。この洗身設備には、高性能真空掃除機により吸い取ることも含ま

れる。 

また、集じん装置付きの工具を用いた処理工法を選定し作業場の隔離を不要とする場合であっても、入隅

部などの除去に補助的に併用する工法についても同様に粉じん飛散防止措置を講じることが必要となる。例

えば、局所集じん装置を別に備えたり、場合によっては、部分隔離も考えられる。これらの措置を講じるこ

とが困難な場合には、作業場の隔離を実施することも必要となる。 

(3) 呼吸用保護具・保護衣等 

①石綿取扱い作業に該当することから、使い捨ての防じんマスクではなく取替式の防じんマスクを使用す

る。また、フィルターは粒子捕集効率 99.9％以上となる RL3 又は RS3 以上を用いなければならない。 

②作業中に衣服に付着した粉じんを再飛散させないため、作業衣は専用のものとし、通勤着とは別のもの

とする。 

 

 

 

 

 

  

(1) 養生 

施工区画を設定し、水滴飛沫などによる汚れを防止するために、プラスチックシートなどで養生を行

う。 

(2) 粉じん飛散防止措置 

前室は不要であるが、施工区画の境界上にエアシャワー付き洗身設備などを設け、作業終了時に（施

工区画を出る際）作業衣に付着した粉じんを除去することが望ましい。 

(3) 呼吸用保護具・保護衣等 

①取替式の防じんマスク（フィルターは RL3 または RS3 以上を使用）を使用させる。 

②専用の作業衣を使用し、作業終了時には洗身設備などで付着した粉じんを除去する。 
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8．廃水処理 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 排水基準に石綿の規制はない。石綿を含む水を排水する場合は、ろ過処理その他の措置を講じること。 

(2) 飲料水中の石綿濃度について、WHO（世界保健機関：World Health Organization）や国内では、経口摂取

による毒性はきわめて小さく水道水中の石綿の存在量は問題になるレベルにないとされているが、石綿を

含む廃水にも配慮することが望ましい。 

  廃水処理の事例については、巻末の付録の付 5．および付 6．を併せて参照されたい。 

(3) 沈殿した泥分は、吸水材、セメントなどで固化させたうえ、プラスチック袋で 2 重梱包した後、特別管

理産業廃棄物「廃石綿等」として処分する。 

 

9．廃棄物処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 石綿含有吹付け材（レベル 1）、石綿含有保温材・断熱材・耐火被覆材（吹付けを除く）（レベル 2）の除

去したもの、およびこれらの除去作業で使用された隔離養生シート、集じん・排気装置や呼吸用保護具の

フィルターなどは、特別管理産業廃棄物「廃石綿等」とされ、その処分は、「溶融処理」「無害化処理」「管

理型埋立処分」のいずれかで行わなければならない。 

  なお、管理型埋立処分の場合は、決められた場所に埋め立て、それを記録する。 

(2) 前項の考え方から、隔離作業場を設ける場合には、吹付け材相当として、使用した「隔離シート」等も

特別管理産業廃棄物「廃石綿等」として取り扱う。また、廃水処理後の沈殿物についても同様である。 

(3) 一方、隔離養生を必要としない処理工法では、除去した「仕上塗材等」は特別管理産業廃棄物「廃石綿

等」であるが、養生シートなどは石綿粉じん飛散が少ないことから、産業廃棄物として取り扱うことが可能

である。なお、交換したマスクのフィルターは除去材とともに特別管理産業廃棄物として処理することが望

ましい。                              

  

(1) 高圧水洗工法等水を使用して除去する工法の場合、廃水は、流出や地面に浸透することのないように

回収する。 

(2) 回収した廃水は、凝集剤などを用いて泥分を沈殿させる。 

(3) 最終的に余剰となった廃水は、凝集剤などを用いて泥分を沈殿させ、上澄み水はろ過後下水道等に放

流する。沈殿物は、吸収剤などを用いて吸着させるか、セメントにより固化して、「廃石綿等」として

廃棄物処理する。 

(1) 除去した仕上塗材等は、特別管理産業廃棄物「廃石綿等」として取り扱い、「溶融処理」、環境大臣認

定の「無害化処理」または管理型埋立処分する。管理型埋立処分する場合には、薬剤などによる安定

化またはコンクリートによる固形化を行ったうえ、耐水性材料で 2 重梱包する。 

(2) 隔離工法において養生などに使用したプラスチックシート、保護衣、集じん・排気装置や呼吸用保護

具のフィルターなど石綿粉じんの付着のおそれがあるものは、特別管理産業廃棄物「廃石綿等」とし

て取り扱う。 

(3) 隔離養生としない場合の養生シートなどは、産業廃棄物「廃プラスチック類」として処分する。 
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